
国土交通省独立行政法人評価委員会の業績勘案率（案）について 

 

 

 

１ 審議対象案件の内容 

・ 対象者：建築研究所       理事長 

      鉄道建設・ 

運輸施設整備支援機構  理事長（副理事長在任期間を含む）、 

                  理事長代理（理事在任期間を含む）、 

                  理事、監事 

      空港周辺整備機構    監事 

      海上災害防止センター  理事、監事 

      都市再生機構      理事長代理、理事 

      奄美群島振興開発基金  理事長 

      住宅金融支援機構    理事（２）           （計13名） 

 ・ 業績勘案率（案）：住宅金融支援機構は0.9 

その他の法人はいずれも1.0 

 

２ 業績勘案率の決定方法 

 ・ 業績勘案率の決定方法は、「国土交通省所管独立行政法人の役員退職金に係る業績勘案率について」

（平成17年３月23日国土交通省独立行政法人評価委員会決定）（以下「国交省評価委決定」という。）

に基づくものであり、当国交省評価委決定は、「役員退職金に係る業績勘案率に関する方針」（平成

16年７月23日政策評価・独立行政法人評価委員会独立行政法人評価分科会決定）（以下「当分科会

決定」という。）に沿っている。（別紙２及び下表） 

・ 具体的には、国交省評価委決定では、「法人の実績に係る業績勘案率」と「個人的な業績」の合計

値を求め、更に在職期間中の目的積立金の状況も勘案した上で、最終的な業績勘案率として決定す

る方式をとっている。 

  ・ 上記７法人13人の退職役員に係る業績勘案率（案）についても、国土交通省独立行政法人評価委

員会の関係分科会において、この方式により検討・審議し、業績勘案率（案）を最終決定している。

（別紙１） 

 

３ 政策評価・独立行政法人評価委員会の意見案 

  当該業績勘案率（案）は、当分科会決定に沿った方法により決定されており、妥当なものと認めら

れることから「意見なし」と致したい。 

（補足説明）別紙２の「国交省評価委決定」の主な内容は、次のとおり。 

当分科会決定（抄） 「国交省評価委決定」における決定方法 

２-① 退職役員の在職期間に係る法人等の
業績が、当該法人の過去の通常の業績とは
明確に差があること及びその差を、客観
的、具体的かつ明確に説明できるものとな
っていること。 

退職役員の在職期間に係る法人の実績に応じ、法人の
実績に係る業績勘案率を0.0から2.0の間で算定し、1.0
を超える場合は、在職期間に係る法人の業績が、当該法
人の過去の通常の業績とは明確に差があること及びその
差を、客観的、具体的かつ明確に説明。 
（国交省評価委決定３－（１）） 

２-⑤ 退職役員の個人的な業績を考慮する
場合、 
・考慮の程度が付随的なものとなってお
り、法人等の業績に比べて重視しすぎてい

個人的な業績は、法人の業績と比較して付随的なもの
であることを考慮し、増減の幅は0.2を目安。 
増減の幅を設ける場合は、過去の役員に通常の業績と

は差があったことを客観的・具体的根拠によって説明。

資料２－６－１ 



 

ないこと。 
・過去の役員の通常の業績とは差があった
ことを客観的・具体的根拠によって認定し
ていること。 
・役員任期中における、法人役員としての
固有の業務に関する個人的な業績である
こと。 

特に、その差は、役員任期中における法人役員としての
固有の業務に関する個人的な業績であること。 
（国交省評価委決定３－（２））  

２-⑧ 理事長、理事、監事等の個々の職責
に応じた形で算定されていること。 

 

法人の業績に基づき算定した業績勘案率に、退職役員
の個人的な業績に基づき 0.2 を目安に増減させて決定。
この場合、理事長、理事、監事等の個々の職責に応じた
形で算定。 
（国交省評価委決定３－（３）前段） 

２-⑦ 退職役員の在職期間における目的積
立金の額に照らして適切な水準であるこ
と。 

1.5を超える業績勘案率を決定する場合は、当該退職役
員の在職期間中のいずれかの年度で、目的積立金を積み
立てていることが条件。 
（国交省評価委決定３－（３）後段） 

 



（別紙１）

　

業績勘案率適用期間 業績勘案率（案）

（在任期間） 法人業績勘案率 ① 個人業績 ② （①＋②）

H16.1.1～H20.3.31 １．０ ０．０ １．０

(H13.4.1～H20.3.31)

H16.11.1～H20.3.31 １．０ ０．０ １．０

（H16.11.1～H20.3.31）

H16.1.1～H16.11.1    

（H15.3.23～H16.11.1）

H18.6.30～H19.7.31 １．０ ０．０ １．０

国土交通省独立行政法人評価委員会から通知された業績勘案率（案）の算定内容

理事長

法人名 役職
算定内容

建築研究所 理事長

理事長

副理事長 ※副理事長から引き続き、理事長に任命

（H18.6.30～H19.7.31）

H16.1.1～H18.6.29    

（H15.4.14～H18.6.29）

H16.1.1～H19.6.25 １．０ ０．０ １．０

（H15.8.1～H19.6.25）

H16.1.1～H19.7.31 １．０ ０．０ １．０

（H13.1.4～H19.7.31）

H17.10.1～H19.9.30 １．０ ０．０ １．０

(H17.10.1～H19.9.30)

H18.7.1～H20.4.14 １．０ ０．０ １．０

（H18.7.1～H20.4.14）

H17.7.20～H19.7.31 １．０ ０．０ １．０

（H17.7.20～H19.7.31）

海上災害防止センター

理事

代理

監事

鉄道建設・運輸施設整備
支援機構

理事

空港周辺整備機構

監事

理事

監事

※理事から引き続き、理事長代理に任命



業績勘案率適用期間 業績勘案率（案）

（在任期間） 法人業績勘案率 ① 個人業績 ② （①＋②）
法人名 役職

算定内容

H16.7.16～H19.7.9 １．０ ０．０ １．０

（H16.7.16～H19.7.9）

H17.8.1～H19.5.31 １．０ ０．０ １．０

（H17.8.1～H19.5.31）

H16.10.1～H20.3.31 １．０ ０．０ １．０

(H16.10.1～H20.3.31)

H19.4.1～H19.7.16 ０．９ ０．０ ０．９

（H14.8.1～H19.7.16）

H19.4.1～H20.3.31 ０．９ ０．０ ０．９

（H16.4.1～H20.３.31）

７法人 １３人

住宅金融支援機構

理事

理事

奄美群島振興開発基金 理事長

理事長
代理

都市再生機構

理事

７法人 １３人



（別紙２） 

                    
 

国土交通省所管独立行政法人の役員退職金に係る業績勘案率について 

 

平 成 1 7 年 ３ 月 2 3 日 決 定                 

国土交通省独立行政法人評価委員会 

 

 国土交通省独立行政法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）は、「独立行政法

人、特殊法人及び認可法人の役員の退職金について（平成 15 年 12 月 19 日閣議決定）」

（以下「閣議決定」という。）に基づいて評価委員会が決定することとされた業績勘案率

について、取扱方針を以下のとおり決定する。 

 今後は、この取扱方針に基づき、客観的かつ中立公正に役員退職金に係る業績勘案率を

決定することとする。 

 なお、平成 16 年２月 23 日付け評価委員会決定「国土交通省所管独立行政法人の役員退

職金に係る業績勘案率について」は、廃止する。 

 

 

１．基本的考え方 

 役員退職金に係る業績勘案率は、国家公務員並みとするという基本的考え方を踏まえ、

１．０を基本として評価委員会が決定する。 

 

 

２．決定の手続き 

 

 (1) 評価委員会における決定 

 法人は、退職役員の業績勘案率の決定に当たり、当該退職役員の業績勘案率及び

その算定の考え方を記した書類を、当該法人の評価を行う分科会に提出する。分科

会は、速やかに審査を行い、業績勘案率を決定する。 

 (2) 総務省政策評価・独立行政法人評価委員会への通知 

 評価委員会は、閣議決定に基づき、個々の役員の業績勘案率の決定に当たり、あ

らかじめ評価委員会が検討した業績勘案率を総務省政策評価・独立行政法人評価委

員会へ通知する。 

 (3) 業績勘案率の決定 

 評価委員会は、業績勘案率を決定した時は、当該退職役員が所属していた法人に

対しこれを通知するとともに、業績勘案率が１．５を超え、または、０．５を下回

る場合には、閣議決定に基づき国土交通大臣にこれを通知する。 

 

 

 



３．業績勘案率の決定方法 

 

 法人の業績と退職役員の個人的な業績を踏まえて、以下により決定する。 

 

 (1) 法人の業績について 

 退職役員の在職期間に係る法人の実績に応じて、法人の実績に係る業績勘案率を

０．０～２．０の間で算出する。特に、１．０を超える業績勘案率を算出する場合

には、退職役員の在職期間に係る法人の業績が、当該法人の過去の通常の業績とは

明確に差があること及びその差を、客観的、具体的かつ明確に説明できなければな

らない。 

 (2) 退職役員の個人的な業績について 

 退職役員の個人の実績に応じて、増減の幅を算出する。個人的な業績は、法人の

業績と比較して付随的なものであることを考慮し、増減の幅は０．２を目安とする。 

 増減の幅を設ける場合には、過去の役員の通常の業績とは差があったことを客観

的・具体的根拠によって説明できなければならない。特に、その差は、役員任期中

における法人役員としての固有の業務に関する個人的な業績でなければならない。 

  (3) 総合的な決定 

 退職役員の業績勘案率は、法人の業績に基づき算定した業績勘案率に、退職役員

の個人的な業績に基づき０．２を目安に増減させて決定する。 

 この場合、理事長、理事、監事等の個々の職責に応じた形で算定する。 

 １．５を超える業績勘案率を決定をする場合は、当該退職役員の在職期間中のい

ずれかの年度で、目的積立金（独立行政法人通則法第４４条第３項により剰余金の

使途に充てうる積立金）を積み立てていることを条件とする。 



（案） 

政 委 第  号  

平成 20 年 月 日 

 

国土交通省独立行政法人評価委員会 

  委 員 長  木 村  孟 殿 

 

 

政策評価・独立行政法人評価委員会 

委 員 長  大 橋  洋 治 

 

 

「国土交通省所管独立行政法人の役員の退職金に係る 

業績勘案率（案）について」について（意見） 

 

「国土交通省所管独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率（案）

について」（平成20年10月21日付け）をもって貴委員会から通知のあり

ました業績勘案率（案）については、「役員退職金に係る業績勘案率に関す

る方針」（平成16年７月23日政策評価・独立行政法人評価委員会独立行政

法人評価分科会決定）に沿っているものであり、特に意見はありません。 
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